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2022 年９月 20 日 

 

各 位 

会 社 名  ク リ エ イ ト 株 式 会 社 

代表者名  代表取締役社長  吉成  隆則 

（コード：3024 東証スタンダード） 

問合せ先  取締役管理本部長 五十嵐 昭彦 

 （TEL 06－6538－2333） 

 

株式会社ハネイシの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、2022 年９月 20 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ハネイシ（以下「ハネイ

シ」という。）の株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、下記のとおりお知ら

せいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

当社は、地域特性に応じて得意先のニーズにジャストインタイムで対応できる顧客密着型営業を強み

とするヤード併設の営業所を展開しています。 

更に収益力と顧客満足度を向上させるため、成長性ある地域への展開や配送の効率性、事業の採算性を

意識した営業所の拡張移転及び統廃合などの物流拠点の拡充を最重要課題と捉えて、推進しています。 

一方、ハネイシは、首都圏を営業基盤とした運送会社として、当社の首都圏物流の大部分を担っており、

加えて神奈川県を中心とした取引先の配送業務サービスも提供しています。物流業界は、ドライバー不足

に加え、それを起因とする人件費や外注費の増加、燃料価格の上昇など荷主への価格転嫁が進まない厳し

い状況下にあります。また、2024 年４月からの働き方改革法の完全施行など労働環境の改善が要求され、

経営環境はますます厳しさを増しています。こういった環境下、ハネイシも経営戦略の見直しを志向され

てきました。 

今回の株式取得により、首都圏の効率的な運送、拠点配置などの物流機能を荷主と運送会社の連携によ

って強化させることが可能となります。従来はコストとみていた物流を差別化する「強み」と捉え、運送

を委託する考え方から、グループで物流サービスの「付加価値」を提供する考えに変えて、戦略を実行し

ていき、グループの企業価値向上を目指します。 

なお、本件株式取得後もハネイシは、代表取締役、専務取締役は留任し、経営の継続性を保ってまいり

ます。クリエイトからは非常勤役員を派遣し、グループの一体化、シナジー効果の拡大、労働管理の整備

に取り組んでまいります。 
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２．異動する子会社（株式会社ハネイシ）の概要 

（１） 名 称 株式会社ハネイシ 

（２） 所 在 地 神奈川県厚木市三田 2528番地 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役 羽石 勇 

（４） 事 業 内 容 一般貨物自動車運送事業 

（５） 資 本 金 10 百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1994 年 12 月 19 日 

（７） 大株主及び持株比率 

羽石 勇  50％ 

羽石 一男 40％ 

羽石 和広 10％ 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

人 的 関 係 記載すべき該当事項はありません。 

取 引 関 係 
当社からハネイシに対し、運送業務を委託しておりま

す。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2019 年 8 期 2020 年 8 期 2021 年 8 期 

 純 資 産 484 百万円 517 百万円 553 百万円 

 総 資 産 560 百万円 588 百万円 639 百万円 

 １ 株 当 た り 純 資 産 2,421,840 円 25 銭 2,588,012 円 06 銭 2,767,485 円 76 銭 

 売 上 高 554 百万円 536 百万円 522 百万円 

 営 業 利 益 58 百万円 35 百万円 36 百万円 

 経 常 利 益 61 百万円 37 百万円 39 百万円 

 当 期 純 利 益 50 百万円 33 百万円 35 百万円 

 １ 株 当 た り 当 期 純 利 益 253,171 円 44 銭 166,171 円 80 銭 179,473 円 70 銭 

 １ 株 当 た り 配 当 金 - - - 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 羽石 勇 羽石 一男 羽石 和広 

（２） 住 所 神奈川県厚木市 神川県厚木市 神川県厚木市 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
該当事項はありません 該当事項はありません 該当事項はありません 

 

４．取得株式数，取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0 個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
200 株 

（議決権の数：200 個） 

（３） 異動後の所有株式数 

200 株 

（議決権の数：200 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

※取得価額につきましては、株式取得の相手先が個人であり、相手先からの強い要請により開示を差し控

えさせていただきます 。当該価額につきましては、第三者機関の株価算定をもとに公正なプロセスを経

て株式取得先と交渉により決定しており、公正価額と認識しております。 

 

５．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 2022 年９月 20 日 

（２） 契 約 締 結 日 2022 年９月 20 日 

（３） 株 式 譲 渡 実 行 日 2022 年 12 月 31 日（予定） 
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６．今後の見通し 

本件株式取得における連結業績への具体的な影響については、現在精査中であります。その影響が明ら

かになり次第、直ちにお知らせいたします。 

 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想（2022 年５月 12 日公表分）及び前期連結実績 

 
連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（2023 年３月期） 
33,000 百万円 390 百万円 430 百万円 220 百万円 

前期連結実績 

（2022 年３月期） 
31,525 百万円 270 百万円 329 百万円 180 百万円 

 


